
第１編　令和３年度決算の概要
Ⅰ　概　況
　本書に収録した令和３年度決算における市町村数、一部事務組合数、財産区数、公営事業会計数及びこれらに係る決算規模は次のとおりである。
団体（会計）数及び決算規模の状況
	団体（会計）区分
	団体（会計）数
	令和３年度歳入歳出決算額
（単位：千円）

	
	２年度
	３年度
	歳　　　入
	歳　　　出

	１　普通会計
 (1)市町村
 (2)一部事務組合
 (3)財産区
２　公営事業会計
 (1)収益事業会計
 (2)国民健康保険事業会計
   (ｱ)事業勘定
   (ｲ)直診勘定
 (3)介護保険事業会計
   (ｱ)保険事業勘定
   (ｲ)介護サービス事業勘定
 (4)後期高齢者医療事業会計

 (5)交通災害共済事業会計
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	1,295,087,209
56,664,277
1,107,678
26,304,710
195,556,646
2,027,608
203,066,751 
33,147
22,810,988 
364,040
	1,213,160,832
53,605,922
571,577
25,649,868
189,452,292
1,923,063
195,667,982
32,378
22,686,225 
175,062


Ⅱ　市町村普通会計決算の概要
１　決算規模
　　県内市町村の普通会計決算額は、次のとおりである。
　　　　歳　入　1兆2,950億8,720万9千円　（前年度　1兆4,617億1,995万2千円）
　　　　歳　出　1兆2,131億6,083万2千円　（前年度　1兆3,898億3,220万9千円）
これを前年度と比べると、歳入が1,666億3,274万3千円、11.4%減、歳出が1,766億7,137万7千円、12.7%減となり、歳入歳出決算額は、11年連続で1兆円を超えている。
決算額の増減率は、市部が歳入14.6%減、歳出16.3%減、町村部が歳入4.4%減、歳出4.8%減となっている。

なお、決算規模及びその増減率の推移は、第１表及び第２表のとおりである。
２　決算収支
歳入歳出差引額（形式収支）は、市町村計で819億2,637万7千円の黒字となっている。
これを市部及び町村部に分けてみると、市部は551億2,967万4千円の黒字（前年度454億1,030万4千円の黒字）、町村部は267億9,670万3千円の黒字（前年度264億7,743万9千円の黒字）となっており、昨年度に引き続き全団体が黒字となっている。
（１）実質収支
実質収支（歳入歳出差引額から明許繰越等のため翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額）は、市町村計で586億430万2千円の黒字（前年度411億4,806万9千円の黒字）となっている。
これを市部及び町村部に分けてみると、市部は413億2,527万6千円の黒字（前年度267億2,569万8千円の黒字）、町村部は172億7,902万6千円の黒字（前年度144億2,237万1千円の黒字）であり、黒字額については市部・町村部ともに増加している。なお、実質収支は前年度同様全団体が黒字になっている。
また、標準財政規模（地方公共団体の一般財源の標準規模）に対する実質収支額の割合（実質収支比率）は、7.5%（59市町村の加重平均）となり、前年度から0.5ポイント上昇している。
（２）単年度収支及び実質単年度収支
単年度収支（当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、市町村計で174億5,623万3千円の黒字（前年度40億8,248万2千円の黒字）となった。
これを市部及び町村部に分けてみると、市部は145億9,957万8千円の黒字（前年度38億568万3千円の黒字）で、町村部は28億5,665万5千円の黒字（前年度2億7,679万9千円の黒字）となっている。なお、単年度収支の赤字団体は、市部は1団体、町村部は17団体となっている。
また、実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金からの取り崩し額を差し引いた額）は、市町村計で273億6868万7千円の黒字（前年度60億881万6千円の黒字）となっている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は183億5,959万2千円の黒字（前年度70億3,198万円の黒字）、町村部は90億909万5千円の黒字（前年度10億2,316万4千円の赤字）となっている。実質単年度収支の赤字団体は、市部で2団体、町村部で8団体となっている。
なお、実質収支等の決算収支の推移は第３表及び第１図のとおりである。

３　歳入
歳入総額は、1兆2,950億8,720万9千円で、前年度（1兆4,617億1,995万2千円）に比べて、1,666億3,274万3千円、11.4%の減となり、前年度の増減率（23.1%増）より34.5ポイント下回った。
　　歳入の主なものは、
	国庫支出金
地　方　税
地方交付税

県支出金
	  2,757億1,925万1千円
2,687億9,737万5千円
2,489億2,630万5千円
1,120億7,608万4千円
	（構成比21.3%、対前年度増減率▲30.4%）
（構成比20.8%、対前年度増減率▲ 0.6%）
（構成比19.2%、対前年度増減率　10.1%）
（構成比 8.7%、対前年度増減率▲23.0%）


となっており、これらの4科目で歳入総額の70.0%を占めている。
また、対前年度増減率の大きい科目は、増加科目では、地方特例交付金が230.9%増、法人事業税交付金で83.3%増などとなっている。一方、減少科目では、国庫支出金が30.4%減、県支出金が23.0%減などとなっている。
なお、歳入決算額の構成比の推移は第２図のとおりである。

（１）地方税　
地方税の決算額は2,687億9,737万5千円で、前年度（2,703億6,985万7千円）と比べて15億7,248万2千円、0.6%の減となっている。増減率は、前年度（1.0%減）より0.4ポイント上回っている。　　

また、歳入総額に占める割合は、前年度の18.5%から20.8%へと増加している。
地方税のうち主要税目である市町村民税及び固定資産税の対前年度増減率をみると、市町村民税のうち個人分は、均等割が1.8%増（前年度0.5%増）、所得割は1.8%減（前年度0.3%減）となっている。法人分については、均等割が0.7%増（前年度1.0%減）、税割は4.5%減（前年度19.5%減）となっている。また、固定資産税は純固定資産税が0.4%減（前年度1.1%増）、交付金が0.5%増（前年度3.1%増）となり、普通税全体では0.6%減（前年度1.0%減）となり、増減率では前年度との比較で0.4ポイント上回っている。
次に、目的税では、入湯税が10.7%増（前年度46.9%減）、事業所税が3.5%増（前年度0.1%減）、都市計画税は2.3%減（前年度2.1%増）となり、全体では0.2%減（前年度1.0%減）、増減率では前年度を0.8ポイント上回っている。
税目毎の構成比では、固定資産税46.6%（前年度46.5%）、市町村民税40.0%（前年度40.6%）、市町村たばこ税5.6%（前年度5.3%）の順になっている。
なお、税目毎の構成比は第３図のとおりである。

（２）地方交付税
地方交付税の決算額は2,489億2,630万5千円で、前年度（2,261億8,733万5千円）と比べて227億3,897万円、10.1%増（前年度6.2%減）となっている。
これを普通交付税、特別交付税及び震災復興特別交付税に分けてみると、普通交付税は1,896億7,114万3千円で、前年度（1,682億3,808万1千円）と比べて214億3,306万2千円、12.7%増、特別交付税は289億4,524万5千円で、前年度（198億5,903万8千円）と比べて90億8,620万7千円、45.8%増、震災復興特別交付税は、303億991万7千円で、前年度（380億9,021万6千円）と比べて77億8,029万9千円、20.4%減となっている。
また、地方交付税を市部及び町村部に分けてみると、市部で10.4%増、町村部で9.7%増となっている。
地方交付税は、前年度と比較し、普通交付税及び特別交付税は増加したが、震災復興特別交付税は減少している。
なお、普通交付税の不交付団体は、大熊町及び新地町の２団体となっている。

（３）国庫支出金　
国庫支出金の決算額は2,757億1,925万1千円となっており、前年度（3,962億224万2千円）に比べて1,204億8,299万1千円、30.4%減少している。
国庫支出金の主な内訳をみると、災害復旧事業費支出金が77億3,632万2千円となっており、前年度（143億8,293万9千円）と比べると66億4,661万7千円、46.2%減、新型コロナウイルス感染症対応地方創生交付金が196億9,283万4千円で、前年度（278億3,145万3千円）に比べて81億3,861万9千円、29.2%減などとなっている。

（４）県支出金
県支出金の決算額は1,120億7,608万4千円で、前年度（1,454億9,248万9千円）と比べると334億1,640万5千円、23.0%減少しており、その主な要因は災害復旧事業費支出金等の減による。
なお、県支出金の内訳は、国庫財源に伴い県の予算を通じて市町村に支出される間接補助金が79.6%（前年度83.8%）を占め、県の単独施策によるものは20.4%（前年度16.2%）となっている。
（５）地方債
地方債の決算額は925億6,466万7千円で、前年度（1,039億1,790万4千円）に比べると113億5,323万7千円、10.9%減少した。
主な内訳では、県貸付金が20億9,834万7千円（地方債発行額の2.3%）と最も多くなっている。
なお、地方債依存度（地方債の歳入総額に占める割合）は7.1%となり、前年度（7.1%）と同様の結果となった。
（６）歳入の構造
以上の結果、一般財源（地方税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・自動車税環境性能割交付金・地方消費税交付金・ゴルフ場利用税交付金・自動車取得税交付金・法人事業税交付金・地方特例交付金及び地方交付税の合計）は、歳入総額の増減率11.4%減（前年度23.1%増）に対して、5.8%増（前年度1.7%減）となっている。
また、歳入総額に占める一般財源の割合は45.6%となり、前年度（38.2%）よりも7.4ポイント上回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部では47.2%と前年度（38.4%）より8.8ポイント上回り、町村部では42.4%と前年度（37.7%）から4.7ポイント上回っている。
歳入を自主財源（地方税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計）と依存財源に分けた場合、自主財源の歳入総額に占める割合は38.1%となり、前年度（36.1%）よりも2.0ポイント上回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部では39.4%と前年度（35.7%）を3.7ポイント上回り、町村部では、自主財源が35.4%と前年度（37.0%）よりも1.6ポイント下回っている。その理由としては、国庫支出金の減少によるものと考えられる。
なお、一般財源と特定財源、自主財源と依存財源の分別は第４表及び第４図のとおりである。
４　歳出
　　歳出総額は1兆2,131億6,083万2千円で、前年度（1兆3,898億3,220万9千円）に比べて1,766億7,137万7千円、12.7%の減少となり、増減率は前年度（25.2%増）より37.9ポイント下回った。
（１）性質別歳出の状況
歳出のうち、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は、4,303億1,709万1千円で、前年度（3,844億7,262万9千円）と比べると458億4,446万2千円、11.9%増加しており、前年度の増減率（2.4%増）を9.5ポイント上回った。その内訳をみると、扶助費で前年度比26.1%増、公債費で前年度比4.0%増、人件費で前年度比1.6%増となっている。
なお、義務的経費の歳出総額に占める割合は35.5%となり、前年度（27.7%）を7.8ポイント上回った。
投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計）は2,139億1,730万9千円で、前年度（2,580億8,075万8千円）に比べると441億6,344万9千円、17.1%減となっている。これは、前年度に比べて普通建設事業費が6.3%減（123億1,375万3千円の減）、災害復旧事業費が51.4%減（318億4,969万6千円の減）となったためである。
なお、投資的経費の歳出総額に占める割合は17.6%と前年度（18.6%）を1.0ポイント下回り、前年度に引き続き義務的経費の構成比（35.5%）を下回っている。
義務的経費及び投資的経費を除くその他の経費では、区分順に、物件費が1,856億8,847万1千円で前年度（1,963億1,932万3千円）に比べると106億3,085万2千円の5.4%減、維持補修費が216億4,100万円で前年度（191億8,310万3千円）に比べると24億5,789万7千円の12.8%増、補助費等が1,423億2,214万1千円で前年度（3,344億346万2千円）に比べると1,920億8,132万1千円の57.4%の減、積立金が1,197億5,123万2千円で前年度（977億4,610万1千円）に比べると220億513万1千円の22.5%増で、投資及び出資金が59億7,555万8千円で前年度（60億4,929万3千円）と比べると7,373万5千円の1.2%減、貸付金が111億9,542万9千円で前年度（116億4,079万6千円）に比べると4億4,536万7千円の3.8%減、繰出金が823億5,260万1千円で前年度（819億3,674万4千円）に比べると4億1,585万7千円の0.5%増、前年度繰上充用金は前年度同様0円となっている。

なお、性質別歳出決算額構成比の状況は第５図、義務的経費及び投資的経費の状況は第５表及び第６図のとおりである。
　ア　人件費
人件費の決算額は1,521億4,008万5千円で、前年度（1,497億7,045万8千円）に比べると23億6,962万7千円増で1.6%増となっている。また、歳出総額に占める人件費の割合は12.5%と前年度（10.8%）よりも1.7ポイント上回っている。
人件費の内訳は、職員給が959億2,594万7千円（人件費に占める割合は63.1%）、地方公務員共済組合等負担金が204億803万5千円（同13.4%）、退職金が111億6,705万7千円（同7.3%）等となっている。

　イ　扶助費
扶助費の決算額は1,944億9,703万9千円で、前年度（1,542億4,151万6千円）と比べると26.1%の増となり、前年度（2.7%減）を28.8ポイント上回った。
扶助費の95.8%は民生費が占めているが、その内訳は児童福祉費が1,026億899万7千円（扶助費に占める割合は52.8%）、社会福祉費が563億1,055万5千円（同29.0%）、生活保護費が235億1,922万2千円（同12.1%）と、この３科目で扶助費全体の93.8%となっている。
また、災害救助費が10億928万円（同0.5%）となり、前年度（14億4,461万2千円）と比べると4億3,533万2千円、30.13%減となっている。
　ウ　公債費
公債費の決算額は836億7,996万7千円で、前年度（804億6,065万5千円）に比べると32億1,931万2千円、4.0%増となっており、前年度（5.1%減）の増減率を9.1ポイント上回っている。

公債費の歳出総額に占める割合は、6.9%と前年度（5.8%）を1.1ポイント上回っている。
公債費の内訳は、地方債元金償還金が836億7,844万4千円（公債費に占める割合は99.9%）
となっている。
　エ　普通建設事業費と災害復旧事業費
普通建設事業費の決算額は1,837億6,666万7千円で、前年度（1,960億8,042万円）と比べると123億1,375万3千円、6.3%の減となっている。
また、普通建設事業費の歳出総額に占める割合は15.1%と前年度（14.1%）と比べ1.0ポイント上回っている。このうち補助事業費は1,138億566万6千円で、前年度（1,200億5,169万2千円）と比べると62億4,602万6千円、5.2%減少し、単独事業は677億3,035万3千円で、前年度（725億6,160万7千円）と比べると48億3,125万4千円、6.7%減少している。これを市部及び町村部で分けてみると、市部では補助事業費が2.2%減、単独事業費が7.2%減となっている。また、町村部では補助事業費が7.7%減、単独事業費が5.6%減となっている。
なお、普通建設事業費における補助事業費の割合は61.9%（前年度61.2%）、単独事業費の割合は36.8%（前年度37.0%）となっており、10年連続で補助事業費が単独事業費を上回っている。
災害復旧事業費の決算額は、301億5,064万2千円で、前年度（620億33万8千円）と比べると318億4,969万6千円、51.4%減少しており、市部で56.0%減、町村部では33.2%減となっている。
減少した主な理由としては、令和元年台風に係る災害復旧事業の縮小によるものである。
オ　その他の経費
物件費は5.4%減（前年度3.1%増）となっており、内訳では旅費が8.7%増、交際費が15.7%増、需用費が5.1%減、役務費が10.0%増、備品購入費が46.2%減、委託料が6.4%減となっている。
また、補助費等は57.4%減（前年度165.8%増）、積立金は22.5%増（前年度9.5%増）、投資及び出資金は1.2%減（前年度28.5%増）、繰出金は0.5%増（前年度7.3%減）となっている。

なお、義務的経費及び投資的経費を除いたその他の経費の増減率は23.9%減となっており、前年
度（41.9%増）を65.7ポイント下回っている。また、歳出総額に占める割合は46.9%で、前年度（53.8%）
を6.9ポイント下回っている。

（２）目的別歳出の状況
　　　歳出の主な目的別内訳をみると、構成比の高い順から、
	　　　民生費　　　3,501億5,037万6千円
　　　総務費　　　2,361億1,449万6千円
土木費　　　　 1,228億6,889万円
教育費　　　1,200億5,239万6千円
衛生費　　　1,060億8,967万5千円
公債費　　　　836億8,689万6千円

	（構成比 28.9%、対前年度増減率  　5.6%）
（構成比 19.5%、対前年度増減率  -39.8%）

（構成比 10.1%、対前年度増減率 　 3.3%）

（構成比  9.9%、対前年度増減率 　 0.5%）

（構成比  8.7%、対前年度増減率   21.4%）

（構成比  6.9%、対前年度増減率 　 4.0%）



であり、民生費がトップとなった。
総務費については、特別定額給付金給付事業の終了に伴い減となっている。
　　　民生費については、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業、住民税非課税世帯等に対する臨時
特別給付金給付事業により増となった。

衛生費については、新型コロナウイルスワクチン接種事業により増となっている。
なお、目的別歳出決算額構成比の状況は、第７図のとおりである。
　
（３）財政指標（経常収支比率等）
財政構造の弾力性を示す指標とされている経常収支比率（減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を地方税収入などと同様に経常的な一般財源等とする。）は85.3%となり、前年度（88.9%）を3.6ポイント下回った。
また、臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた場合の経常収支比率は90.0%となり、前年度（93.4%）を3.4ポイント下回った。その内訳（構成比）をみると、人件費分24.9%（前年度26.2%）、物件費分15.7%（前年度16.0%）、公債費分15.0%（前年度15.4%）となっている。

公債費による財政負担の程度を客観的に示す指標である実質公債費比率は6.0%で、前年度（6.1%)を0.1ポイント下回っている。
なお、地方債の発行に際し、知事の許可が必要となる実質公債費比率が18%以上の団体は無い。
その他、地方債現在高倍率（地方債現在高の標準財政規模に対する割合）は155.1%で、前年度（160.1%）を5.0ポイント下回っている。
また、積立金現在高比率（積立金現在高の標準財政規模に対する割合）は108.1%で、前年度（105.1%）を3.0ポイント上回っている。
主な財政指標の傾向をみると、経常収支比率（減収補塡債特例分（平成18年度までは減税補塡債）、臨時税収補塡債及び臨時財政対策債を一般財源に含む）については、やや改善しており、実質公債費比率については、平成20年度以降14年連続改善されている。
なお、経常収支比率及び実質公債費比率の推移は第６表のとおりである。
    ※１　平成13年度決算から経常収支比率の算出方法が変わり、分母の経常一般財源等に「減収補塡債特例分（平成18年度までは減税補塡債）」及び「臨時財政対策債」を加えている。併せて「減収補塡債特例分（平成18年度までは減税補塡債）」及び「臨時財政対策債」を経常一般財源等から除いた経常収支比率も算出している。

　　※２　地方公共団体の財政の健全化に関する法律による健全化判断比率の考え方との整合性をとるため、標準財政規模には平成19年度決算統計から臨時財政対策債発行可能額を加えた数値としている。

５　将来にわたる財政負担

（１）地方債現在高
令和３度末の地方債現在高は8,562億7,168万3千円で、前年度末現在高（8,442億6,629万8千円）よりも120億538万5千円、1.4%増となっている。令和３年度に新たに借り入れた金額は925億6,466万7千円（前年度1,039億1,790万4千円）で10.9%減となっており、令和３年度の償還額は836億7,996万7千円（前年度804億6,065万5千円）で4.0%増となっている。

地方債現在高の増加額をみると、公共施設等適正管理推進事業債が51億3,705万5千円増と最も大きく、続いて防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債が46億2,515万4千円増、緊急自然災害防止対策事業債が34億9,077万5千円増などとなっている。
地方債現在高の増加率を見ると、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債が318.2%増、緊急自然災害防止対策事業債が172.4％増などとなっている。
また、地方債現在高の構成比をみると、臨時財政対策債が39.9%と最も大きく、次に一般単独事業債が26.4%、教育・福祉施設等整備事業債が7.5%、過疎対策事業債が7.4%と続いている。

　
（２）債務負担行為額
債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は855億2,457万1千円で、前年度（917億4,135万7千円）と比べると、62億1,678万6千円、6.8%減少している。
目的別にみると、物件の購入等に係るものが133億8,053万2千円（構成比15.6%）、債務保証、損失補償に係るものが1億4,527万6千円（同0.2%）、その他が719億9,876万3千円（同84.2%）となっている。

（３）積立金現在高
令和３年度末の積立金現在高は5,967億7,628万8千円で、前年度末（5,542億6,678万8千円）と比べると、425億950万円、7.7%増加している。その内訳をみると、年度間の財源調整を行うために積み立てる財政調整基金が1,453億4,070万円（構成比24.4%）で、前年度末（1,339億9,027万1千円）と比べると、113億5,042万9千円、8.5%の増加、将来の地方債の償還に充てるために積み立てる減債基金が357億108万3千円（構成比6.0%）で、前年度末（315億1,492万5千円）と比べると、41億8,615万8千円、13.3%の増加、公共施設建設等の特定目的に充てるために積み立てるその他の特定目的基金が4,157億3,450万5千円（構成比69.7%）で、前年度末（3,887億6,159万2千円）と比べると、269億7,291万3千円、6.9%の増加となっている。
（４）将来にわたる財政負担
地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた額を標準財政規模で除した割合（債務比率）は、前年度（177.5%）を6.9ポイント下回る170.6%となっている。
一方、地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた実質的な県内市町村の将来の財政負担は、令和３年度末で3,450億1,996万6千円、前年度末（3,817億4,086万7千円）と比べると367億2,090万1千円、9.6%減少している。
なお、この額は令和３年度歳入総額の26.6%に相当し、前年度（26.1%）より0.5ポイント上回っている。
６　むすび
東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故からの復旧・復興事業が進んでいく一方で、令和元年台風や令和３年２月福島県沖地震など度重なる自然災害の発生により、令和３年度の県内市町村の財政状況（普通会計）は依然として予断を許さない状況にある。その一方で、新型コロナウイルス感染症予防対策事業など、住民に最も身近で総合的な行政サービスを提供する地方公共団体である市町村の果たすべき役割はますます増大してきており、地方公共団体はこれまで以上に地域の個性や魅力を生かした特色ある地域づくりを自主的・主体的に進めていくことが求められている。
こうした中、地方行政が住民の負託に十分に応えるためには、

　①　地方税等自主財源の充実確保に努めるとともに、分担金、負担金、使用料、手数料の受益者負担　　の適正化を図る等、長期的かつ安定的な財源の確保を図ること。
　②　事務事業の積極的な見直しを実施し、行財政の簡素合理化と経費の節減に努め、行政運営の効率　　化を図ること。

　③　各種事業の実施に当たっては、中長期的な視点に立ち、市町村振興計画や財政計画等に基づいて　　計画的な執行に努めること。

　④　少子・高齢化、国際化、情報化等社会経済情勢の変化に対応し、新たな行政課題や住民の多様な　　ニーズに即応した施策を総合的・機能的に展開できるよう組織・機構の見直しを図ること。

　⑤　財政構造が悪化している又は悪化の兆しのある団体については、財政の健全化に向けた計画の策定・見直しを行うなど、公営企業や第三セクター等を含めた財政構造の早期健全化を図り、新たな地方債借入や債務負担行為の設定を抑制すること。
また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等が公表されることに加え、早期健全化基準等を超える団体は、財政健全化計画等の策定が義務づけられるなど、これまで以上に財政情報の透明化を図ることが求められており、行財政改革の着実な実行と適切なフォローによる歳入確保・歳出削減の努力が引き続き必要である。

さらに、「統一的な基準」による財務書類の整備により、分かりやすい財政情報の開示も求められるとともに、財政運営にあたっては一般会計や公営事業会計のほか、一部事務組合、土地開発公社及び第三セクターなどの財政状況を的確に把握し、将来にわたる健全な財政運営を総合的に予見・分析していくことが望まれる。
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